
議
会
の
議
員
そ
の
他
非
常
勤
の
職
員
の
公
務
災
害
補
償
等
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
七
年
九
月
二
十
九
日

奈
良
県
知
事

荒

井

正

吾

奈
良
県
規
則
第
二
十
三
号

議
会
の
議
員
そ
の
他
非
常
勤
の
職
員
の
公
務
災
害
補
償
等
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
規
則

議
会
の
議
員
そ
の
他
非
常
勤
の
職
員
の
公
務
災
害
補
償
等
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
二

年
十
二
月
奈
良
県
規
則
第
四
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
号
様
式
の
注
２
中
「議

会
の

議
員

そ
の

他
非

常
勤

の
職

員
の

公
務

災
害

補
償

等
に

関
す

る
条

例

」
を
「議

会
の

議
員

そ
の

他
非

常
勤

の
職
員

の
公

務
災

害
補

償
等

に
関

す
る

条
例

（昭
和

42年
12月

奈

良
県

条
例

第
15

号

）
」
に
、
「同

条
例

施
行

規
則

」
を
「議

会
の

議
員

そ
の

他
非

常
勤

の
職

員
の

公
務

災
害

補
償

等
に

関
す

る
条

例
施

行
規

則

（昭
和

42年
12月

奈
良

県
規

則
第

43号

）
」
に
改
め
、
同
様
式

の
注
４

中
「厚

生
年

金
保

険
法

」
を
「厚

生
年

金
保

険
法

（昭
和

29年
法

律
第

115
号

）
」
に
、
「

(４)

国
民

年
金

法

」
を
「国

民
年

金
法

（昭
和

34
年

法
律

第
141

号

）
」
に
改
め
、
同
様
式
の
注
４

中
「

(６)

国
家

公
務

員
共

済
組

合
法

」
を
「被

用
者

年
金

制
度

の
一

元
化

等
を

図
る

た
め

の
厚

生
年

金
保

険
法

等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

（平
成

24
年

法
律

第
63号

。以
下

「一
元

化
法

」と
い

う
。
）附

則
第

37条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
な

お
そ

の
効

力
を

有
す

る
こ

と
と

さ
れ

る
一

元
化

法
第

２
条

の
規

定
に

よ
る

改

正
前

の
国

家
公

務
員

共
済

組
合

法

（昭
和

33
年

法
律

第
128号

）
」
に
、
「地

方
公

務
員

等
共

済
組

合

法

」
を
「一

元
化

法
附

則
第

61
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
な

お
そ

の
効

力
を

有
す

る
こ

と
と

さ
れ

る
一

元
化

法
第

３
条

の
規

定
に

よ
る

改
正

前
の

地
方

公
務

員
等

共
済

組
合

法

（昭
和

37
年

法
律

第
152

号

）

」
に
改
め
る
。

第
五
号
様
式
の
注
４

中
「厚

生
年

金
保

険
法

」
を
「厚

生
年

金
保

険
法

（昭
和

29
年

法
律

第
115

(４)

号

）
」
に
、
「国

民
年

金
法

」
を
「国

民
年

金
法

（昭
和

34
年

法
律

第
141

号

）
」
に
改
め
、
同
様
式

の
注
４

中
「国

家
公

務
員

共
済

組
合

法

」
を
「被

用
者

年
金

制
度

の
一

元
化

等
を

図
る

た
め

の
厚

生

(６)

年
金

保
険

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

（平
成

24
年

法
律

第
63

号

。以
下

「一
元

化
法

」と
い

う

。

）附
則

第
37

条
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

な
お

そ
の

効
力

を
有

す
る

こ
と

と
さ

れ
る

一
元

化
法

第
２

条
の

規
定

に
よ

る
改

正
前

の
国

家
公

務
員

共
済
組

合
法

（昭
和

33年
法

律
第

128号

）
」
に
、
「地

方
公

務

員
等

共
済

組
合

法

」
を
「一

元
化

法
附

則
第

61条
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

な
お

そ
の

効
力

を
有

す
る

こ

と
と

さ
れ

る
一

元
化

法
第

３
条

の
規

定
に

よ
る

改
正

前
の

地
方

公
務

員
等

共
済

組
合

法

（昭
和

37
年

法



律
第

152
号

）
」
に
改
め
る
。

第
七
号
様
式
の
注
２
中
「厚

生
年

金
保

険
法

若
し

く
は

国
民

年
金

法

」
を
「厚

生
年

金
保

険
法

（昭

和
29年

法
律
第

115
号

）若
し

く
は

国
民

年
金

法

（昭
和

34年
法

律
第

141
号

）
」
に
、
「船

員
保

険
法

を

」
を
「船

員
保

険
法

（昭
和

14
年

法
律

第
73

号

）を

」
に
改
め
、
同
様
式
の
注
２

中
「国

家
公

務

(６)

員
共

済
組

合
法

」
を
「被

用
者

年
金

制
度

の
一

元
化

等
を

図
る

た
め

の
厚

生
年

金
保

険
法

等
の

一
部

を

改
正

す
る

法
律

（平
成

24年
法

律
第

63号

。以
下

「一
元

化
法

」と
い

う

。
）附

則
第

37条
第

１
項

の

規
定

に
よ

り
な

お
そ

の
効

力
を

有
す

る
こ

と
と

さ
れ

る
一

元
化

法
第

２
条

の
規

定
に

よ
る

改
正

前
の

国

家
公

務
員

共
済

組
合

法

（昭
和

33年
法

律
第

128号

）
」
に
、
「地

方
公

務
員

等
共

済
組

合
法

」
を
「

一
元

化
法

附
則

第
61条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
な

お
そ

の
効

力
を

有
す

る
こ

と
と

さ
れ

る
一

元
化

法
第

３
条

の
規

定
に

よ
る

改
正

前
の

地
方

公
務
員

等
共

済
組

合
法

（昭
和

37年
法

律
第

152号

）
」
に
改
め

る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
七
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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